
１．件名

１．所属事務所

１．
（単位：円）

技術評価点(A)

摘　要業　　者　　名

第１回
入札金額
(B)

評価値
(A)/(B)

第２回
入札金額
(C)

評価値
(A)/(C)

入札調書(総合評価落札方式)

Ｒ７－Ｒ１１　出力機器等最適配置調査及び出
力サービス提供等業務 契約担当官等

又は執行員
契約課　購買係長

九州地方整備局総務部

立会員 契約課　国土交通事務官
令和　７年　７月２４日１０時００分入札（開札）日時

標準点＋技術評価点

※評価値の表示については評価値に「１００，０００，０００」を乗じている。 予定価格（消費税抜き） 19,730,002     
調査基準価格（消費税抜き） 11,838,002     ※上記金額は、入札者が見積もった契約希望金額から、当該金額に係る消費税及び地方消費税に

　相当する額を減じた金額である。

富士フイルムビジネスイノベーションジャパン
株式会社 178.4000 18,711,000 953.4498 落札



総合評価表

評価点
特筆すべき
評価の内容

①
実施体制の
具体性、確
実性

1
各業務内容の実施体制が明確になってい
るか

②
本業務に対
する認識
度、理解度

2

各業務において受注者が提供すべきサー
ビスの内容（国の事務の省力化とコストの
縮減及びCO2の排出量削減の3つの目的
を踏まえ、現状の事前調査と最適配置計
画の策定、出力に係る一切のサービスの
提案）が明確になっているか

③
業務実施上
の受注者の
責務

3
発注者が求める守秘義務、法令その他の
遵守事項を確実かつ具体的に徹底される
ことが明確になっているか

50 50

Ａ
(１００％)

Ｂ
(６０％)

Ｃ
（０％）

評価点 特筆すべき評価の内容

4
出力機器等の最適配置における環境配慮
対策について、具体的かつ実現可能な提
案となっているか

5

「具体的な環境対
策が明確になって
いること」と「そ
の方法により実現
が可能であるこ
と」との両方が明
示されている

どちらか一方
が明示されて
いる

どちらもない 5.0

5
本業務の履行に要する経費の削減を図る
ための方策について、具体的かつ実現可
能な提案となっているか

5

「具体的な削減方
法が明確になって
いること」と「そ
の方法により実現
が可能であるこ
と」との両方が明
示されている

どちらか一方
が明示されて
いる

どちらもない 5.0

6
業務の効率性を確保するための方策につ
いて、具体的かつ実現可能な提案となって
いるか

5

「具体的な効率性
確保の方策が明確
になっているこ
と」と「その方法
により実現が可能
であること」との
両方が明示されて
いる

どちらか一方
が明示されて
いる

どちらもない 5.0

7
現状の出力環境が著しく損なわれないよう
な提案、かつ、現状から円滑に移行するた
めの具体的な提案となっているか

5
具体的かつ実現性
の高い提案が５つ
以上ある

３～４つある
２つ以下しか
ない 0.0

評価数：２
④登録されていたデータの移行
⑤簡易マニュアルを用意

8

最適配置にかかる提案の成果は、稼働
率、CO2排出量、消費電力量、コスト削減
額などの具体的単位、指標及び計算方法
が示されているか

5
定量的な指標が全
て数値として明示
されている

一部の指標が
明示されてい
る

指標の明示が
全くない 3.0

9 仕様書に定める稼働率を満たしているか 5
提案値が、３％～
４％であればA

４％を超え
７％までであ
ればB

それ以外はC 5.0

30 - - - 23.0

業務名：R7-R11出力機器等最適配置調査及び出力サービス提供等業務
標準点

業務
区分

評価項目
項
番 評価基準

配
点

採点指標

富士フイルムビジネスイノベーションジャパン
株式会社

必
須
項
目

50

評価の基準を満たしていれば○
満たしていなければ×

50
評価の基準を満たしていれば○
満たしていなければ×

評価の基準を満たしていれば○
満たしていなければ×

標　準　点　　　計 -

技術評価点

業務
区分

評価項目
項
番

評価基準
配
点

採点指標
富士フイルムビジネスイノベーションジャパン

株式会社

Ⅰ
 

業
務
実
施
及
び
主
要
管
理
項
目
に
関
す
る
提
案

④

出力機器等
の最適配置
調査にかか
る提案内容

小　　　計

- 1 -



Ａ
(１００％)

Ｂ
(６０％)

Ｃ
（０％）

評価点 特筆すべき評価の内容

10
全ての出力機器等の配置を把握する具体
的な方法を作成し実施する提案となってい
るか

5
具体的な提案がな
されている

－
具体的な提案
がなされてい
ない

5.0

11

全ての出力機器等の使用実績に対して、
出力機器等の移設、機種変更、追加、撤去
その他臨機の対応が可能な提案となって
いるか

5

具体的で実現性が
高く、臨機の対応
が可能な提案がな
されている

具体的で実現
性がある提案
がなされてい

る

なされていな
い 5.0

12
出力サービスを提供する出力機器等の資
産情報、使用実績等に関する管理を確実
に行う具体的な提案となっているか

5

「リモート監視」
と「データベース
構築」との、両方
が提案されている

どちらか一方
がある

両方ともない 5.0

15 15.0

Ａ
(１００％)

Ｂ
(６０％)

Ｃ
（０％）

評価点 特筆すべき評価の内容

13
最適配置提案に基づく出力機器等の設置
について、発注者との連携により確実に行
われる提案となっているか

10

「適切な人員配置
体制」と、「履行
可能なスケジュー
ル」との、両方が
提案されている

どちらか一方
がある

両方ともない 6.0

14
提供される出力サービスを通して、出力枚
数削減や国の業務効率の向上が実現され
る具体的な提案となっているか

10
具体的かつ有効な
提案が３つ以上明
示されている

１～２つ ない 10.0

20 16.0

Ａ
(１００％)

Ｂ
(６０％)

Ｃ
（０％）

評価点 特筆すべき評価の内容

⑦

ヘルプデス
ク・サポート
体制の実現
性にかかる
提案内容

15

出力機器等に関するヘルプデスクへの問
い合わせ等の実績（コール数）が削減され
る（職員が問い合わせをしなくても良い環
境等）具体的な提案・職員向けの運用支援
の方法が明示されているか

4

コール数が削減さ
れる具体的な提
案・運用支援の方
法がなされている

－ ない 4.0

⑧

出力機器等
の保守体制
の実現性に
かかる提案
内容

16
資産管理サービス業務に基づく自主的な
通常保守体制の提案がなされているか 4

自主的な保守体制
が提案されている

－ ない 4.0

⑨

出力機器等
の保守体制
の定量性に
かかる提案
内容

17
通常保守に関して、より迅速な対応を行う
具体的な数値目標を明示した提案となって
いるか

4

具体的な数値目標
が３つ以上示され
ている提案がなさ
れている

１～２つ ない 2.4

⑩

消耗品管理
の実現性に
かかる提案
内容

18
出力サービスの提供に要する消耗品（用紙
を除く）の自主的な供給体制について具体
的な提案がなされているか

4

消耗品を自主的に
供給する具体的な
管理方法が提案さ
れている

－ ない 4.0

⑪

運用支援の
実現性にか
かる提案内
容

19
利便性を十分確保したセキュリティ対策を
実現する環境を提供する提案となっている
か

4
利便性が確保され
たセキュリティ対
策の提案

セキュリティ
対策のみの提
案

ない 4.0

20 － － － 18.4

Ａ
(１００％)

Ｂ
(６０％)

Ｃ
（０％）

評価点 特筆すべき評価の内容

Ⅴ
 

最
適
環
境
維
持
の
為

の
継
続
的
な
サ
ー

ビ
ス
業

務
に
関
す
る
提
案

⑫

最適出力環
境を維持し
ていく為の
実現性にか
かる提案内
容

20

主要管理評価項目を踏まえた最適出力環
境を維持していくための提案が、継続的な
マネジメントサイクルにより契約履行期間
中、随時行われる内容となっているか

10

「継続的なＰＤＣ
Ａ等のモデル活
用」と「最適出力
環境の維持」に係
る提案の両方が明
示されている

どちらか一方
がある

両方ともない 10.0

10 － － － 10.0

小　　　計

業務
区分

評価項目
項
番

評価基準
配
点

採点指標
富士フイルムビジネスイノベーションジャパン

株式会社

Ⅱ
 

出
力
機
器
等
の
調
達
・

 
 

資
産
管
理
サ
ー
ビ
ス
に

 
 

関
す
る
提
案

⑤

調達・資産
管理サービ
スの実現性
にかかる提
案内容

業務
区分

評価項目
項
番

評価基準
配
点

採点指標
富士フイルムビジネスイノベーションジャパン

株式会社

Ⅲ
 

最
適
出
力
環
境
構
築
に
関

す
る
提
案

⑥

最適出力環
境構築の実
現性にかか
る提案内容

小　　　計

採点指標
富士フイルムビジネスイノベーションジャパン

株式会社

Ⅳ
 

運
用
サ
ー
ビ
ス
業
務
に
関
す
る
提
案

小　　　計

業務
区分

評価項目
項
番

評価基準
配
点

採点指標

業務
区分

評価項目
項
番

評価基準
配
点

富士フイルムビジネスイノベーションジャパン
株式会社

小　　　計

- 2 -



Ａ
(１００％)

Ｂ
(６０％)

Ｃ
（０％）

評価点 特筆すべき評価の内容

21
具体的かつ現実的な緊急事態対応マニュ
アルなどによる対応を提案しているか 10

「災害時に関する
具体的かつ現実的
なマニュアル」
と、「災害発生時
以外の緊急時の具
体的かつ現実的な
マニュアル」と
の、両方が提案さ
れている

どちらか一方
がある

ない 6.0

22
災害発生時の緊急災害対策派遣隊（TEC-
FORCE)の業務内容を理解し、本業務にお
ける支援等が可能な提案となっているか

10

テックフォースに
関して有効かつ具
体的な提案が５つ
以上ある

テックフォー
スに関して有
効かつ具体的
な提案が３～
４つ以上ある

テックフォー
スに関して有
効かつ具体的
な提案が２つ
以下｡

6.0

23
災害発生に際して迅速かつ的確に対応す
る為の体制が時間等の定量的な指標によ
り示された提案となっているか

10

時間等の定量的な
効果が示された対
応体制が提案され
ている

ない 10.0

24

出力機器の故障、トラブルなど災害発生時
以外の緊急時に迅速な対応をどのように
行うか具体的な数値目標を明示した提案と
なっているか

10
具体的な数値目標
を明示した提案が
なされている

ない 10.0

40 － － － 32.0

Ａ
(１００％)

Ｂ
(６０％)

Ｃ
（０％）

評価点 特筆すべき評価の内容

⑮

ワーク・ライ
フ・バランス
等の推進に
関する指標

25

①プラチナえるぼし認定企業
②えるぼし認定企業(第３段階）、プラチナく
るみん認定企業又はユースエール認定企
業
③えるぼし認定企業(第２段階）又はくるみ
ん認定企業（新基準）
④えるぼし認定企業（第１段階）又はくるみ
ん認定企業（旧基準）
⑤一般事業主行動計画の策定

5

①５点
②４点
③３点
④２点
⑤１点

4.0

⑯
賃上げを表
明した企業
等

26

【大企業】令和７年度（会計年度）の４月以
降に開始する参加者の最初の事業年度ま
たは令和７年（暦年）において、対前年度比
または前年比で給与等受給者一人当たり
の平均受給額を３％以上増加させる旨、従
業員に表明している場合

【中小企業等】令和７年度（会計年度）の４
月以降に開始する参加者の最初の事業年
度または令和７年（暦年）において、対前年
度または前年比で給与総額を1.5％以上増
加させる旨、従業員に表明している場合

10 10.0

15 － － － 14.0

150 － － － 128.4

200 － － － 178.4

小　　　計

業務
区分

評価項目
項
番

評価基準
配
点

採点指標
富士フイルムビジネスイノベーションジャパン

株式会社

Ⅵ
 

緊
急
時
の
対
応
に
関
す
る
提
案

⑬

緊急時の対
応に関する
実現性にか
かる提案内
容

⑭

緊急時の対
応に関する
定量性にか
かる提案内
容

富士フイルムビジネスイノベーションジャパン
株式会社

Ⅶ
そ
の
他

小　　　計

技 術 評 価 点　　　計

合　　　計

業務
区分

評価項目
項
番

評価基準
配
点

採点指標

- 3 -


